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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載してお

りません。 

２．完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４．平成14年３月期の１株当たり配当額には創立30周年記念配当２円が含まれております。 

５．平成14年３月期は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、発行済株式総数から自己

株式数を控除して算出しております。 

６．平成15年３月期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第４号）を適用しております。 

  

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

完成工事高 （千円） 35,098,141 35,177,778 30,201,066 24,733,326 19,342,726

経常利益又は経常損失
（△） 

（千円） 1,259,009 789,564 514,025 △1,469,362 △1,262,555

当期純利益又は当期純
損失（△） 

（千円） 393,680 304,000 △662,407 △1,258,146 △2,492,780

持分法を適用した場合
の投資損失 

（千円） 26,147 42,219 202,234 133,177 22,644

資本金 （千円） 1,089,250 1,089,250 1,089,250 1,089,250 1,089,250

発行済株式総数 （株） 8,085,000 8,085,000 8,085,000 8,085,000 8,085,000

純資産額 （千円） 7,737,880 7,905,714 7,201,013 5,825,636 3,280,235

総資産額 （千円） 29,326,348 25,859,171 22,398,583 18,888,970 19,831,342

１株当たり純資産額 （円） 957.38 978.95 892.48 722.62 407.24

１株当たり配当額 （円） 10 8 8 5 －
（うち１株当たり 

中間配当額） （円） （－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） 

（円） 48.70 37.63 △82.05 △156.01 △309.38

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 26.4 30.6 32.1 30.8 16.5

自己資本利益率 （％） 5.0 3.9 － － －

株価収益率 （倍） 10.7 12.8 － － －

配当性向 （％） 20.5 21.3 － － －

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

（千円） △151,828 1,079,401 551,006 1,465,876 △3,070,418

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

（千円） △1,070,873 △634,532 △575,516 839,269 △204,220

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

（千円） △850,213 209,009 △1,203,373 152,056 2,645,358

現金及び現金同等物の
期末残高 

（千円） 1,472,267 2,126,145 898,260 3,355,462 2,726,131

従業員数 （人） 585 601 614 600 532



２【沿革】 

  

年月 主たる沿革

昭和46年11月 川田工業株式会社の工事部より分離独立し、橋梁工事の架設を主体とした現地施工業務を目的

として玖洋建設株式会社を富山県東砺波郡福野町に設立 

昭和47年11月 東京都文京区本駒込に本社を移転 

富山県東砺波郡福野町に富山支店を新設（現：北陸支店） 

昭和48年12月 川田建設株式会社に商号を変更 

昭和49年12月 東京都北区滝野川に本社を移転 

昭和51年６月 大阪市西区に大阪営業所を新設（現：大阪支店） 

昭和52年２月 東京都北区滝野川に東京支店を新設 

昭和54年４月 川田工業株式会社よりＰＣ（プレストレスト・コンクリート）事業の営業権を譲り受ける 

昭和55年１月 福岡市博多区に九州営業所を新設（現：九州支店） 

昭和58年２月 決算期を11月30日から９月30日に変更 

平成元年３月 社団法人日本証券業協会に登録 

平成４年３月 栃木県大田原市に那須工場を設置 

平成５年12月 土木・保全事業部及びプレキャスト事業部を新設し、橋梁補修事業・工場プレキャスト製品事

業を強化（現在、プレキャスト事業部は東京支店に統合） 

平成９年12月 決算期を９月30日から３月31日に変更 

平成10年３月 栃木県大田原市に技術研究所を設置 

平成11年11月 協立エンジ株式会社（旧：協立工事株式会社、平成３年12月設立）子会社（非連結子会社）と

なる 

平成12年10月 東京証券取引所に上場（市場第二部） 

平成12年12月 大分県杵築市に九州工場を設置 



３【事業の内容】 

 当グループは、当社、親会社、子会社１社及び関連会社１社で構成され、「プレストレスト・コンクリート（Ｐ

Ｃ）橋・ＰＣ構造物」、「鋼橋」及び「橋梁補修・土木その他」を主な事業としております。 

 当グループの事業に係わる位置づけ及び事業との関連は、次のとおりであります。 

ＰＣ橋・ＰＣ構造物事業 

 当社にてＰＣ橋梁他ＰＣ構造物の製作・架設工事等を行っておりますが、製作の一部（主に労務の提供）を協

立エンジ㈱に外注し、また、架設に係る専用機材の一部を川田工業㈱に製作外注しております。 

〈主な関係会社〉協立エンジ㈱、川田工業㈱ 

  

鋼橋事業 

 川田工業㈱より鋼橋の架設工事を請け負いしております。 

〈主な関係会社〉川田工業㈱ 

  

橋梁補修・土木その他事業 

 主に当社にて橋梁補修・土木その他工事を行っておりますが、橋梁補修工事の一部を㈱橋梁メンテナンスに外

注しております。 

〈主な関係会社〉㈱橋梁メンテナンス 

  

 事業の系統図は、次のとおりであります。 

  
 

  

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業部門の名称を記載しております。 

２．「議決権の被所有割合」欄の［外書］は緊密な者等の所有割合であります。 

３．有価証券報告書の提出会社であります。 

  

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の被所有
割合（％） 

関係内容 

（親会社）     

川田工業㈱ 富山県南砺市 9,601 
ＰＣ橋・ＰＣ構造
物事業、鋼橋事業 

43.81［2.60］

ＰＣ橋梁の架設用機材
の製作外注及び鋼橋の
架設工事の請負をして
おります。 
役員の兼任３名 



５【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が前期末に比べ68名減少しましたのは、経営の合理化による希望退職者及び新規採用の抑制等によるものであ

ります。 

  

(2)労働組合の状況 

現在、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑であり、特記すべき事項はありません。 

  

  

    平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

532  39.9 13.7 5,279 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当期の受注高は、全社を挙げて受注の確保に努め、263億8千7百万円（前期比16.9％増）となりました。主な受注工

事は、朝比奈川橋（日本道路公団）、矢部川橋第二工区(国土交通省)、久礼橋（西日本高速道路㈱）、渡良瀬第一高

架橋(日本道路公団)、梅平高架橋（中日本高速道路㈱）であります。 

当期の業績といたしましては、前期における受注残の減少、中小型工事受注の伸び悩み、納期延伸及び昨年末の大

雪による進捗度の低下等々により、完成工事高は193億4千2百万円(前期比21.8％減)となりました。主な完成工事は、

大平高架橋その２（中日本高速道路㈱）、居伝南高架橋(国土交通省)、堀高架橋(国土交通省)、東急元住吉ハーフプ

レキャスト工事（鹿島建設㈱）、文化施設ゾーン連絡橋上部工事(国土交通省)であります。 

売上高の減少ひいては施工高の減少は、原価低減並びに販管費削減策による効果を減殺し、一部工事の不具合によ

る支出、環境事業における開発費用の増加等の影響もあり、12億6千2百万円と当初予想より大幅な経常損失となり、

さらに、繰延税金資産10億4千6百万円の取崩しにより当初予想を大幅に上回る24億9千2百万円の当期純損失の計上と

なりました。 

なお、当期末の手持工事高は287億7千6百万円（前期比32.4％増）となっております。 

事業別の業績は以下のとおりであります。 

①ＰＣ橋・ＰＣ構造物事業 

受注高は205億7千8百万円(前期比7.4%増)、完成工事高は150億8千8百万円(同33.5%減)となりました。また、手持

工事高は241億9千9百万円(同29.3%増)となりました。全体の構成比でみますと、受注高は78.0%(前期84.8%)、完成

工事高は78.0%(同91.8%)、手持工事高は84.1%(同86.1%)を占めております。 

②鋼橋事業 

受注高は22億5千1百万円(前期比29,726.4%増)となり、完成工事高は3億2千5百万円（同300.6%増）を計上しまし

た。また、手持工事高は22億5千8百万円(同578.9%増)となりました。全体の構成比でみますと、受注高は8.5%(前期

0.0%)、完成工事高は1.7%(同0.3%)、手持工事高は7.8%(同1.5%)を占めております。 

③橋梁補修・土木その他事業 

受注高は35億5千6百万円(前期比4.2%増)、完成工事高は39億2千7百万円(同100.8%増)、手持工事高は23億1千8百

万円(同13.8%減)となりました。全体の構成比でみますと、受注高は15.1%(前期13.5%)、完成工事高は20.3%(同

7.9%)、手持工事高は8.1%(同12.4%)を占めております。 

  
 （注） 金額には消費税等を含んでおりません。 
  

(2)キャッシュ・フローの状況 

キャッシュ・フローの状況でありますが、当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前期末と

比較して6億2千9百万円減少して、27億2千6百万円(前期末残高33億5千5百万円)となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税引前当期純損失の計上、売上債権の増加、未成工事支出金

の増加などにより、30億7千万円の資金減少(前期：14億6千5百万円の資金増加)となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、資金の減少は2億4百万円(前期:8億3千9百万円の資金増加)と

なり、有形固定資産の取得が主なものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、資金の増加は26億4千5百万円(前期:1億5千2百万円の資金増

加)となり、前期同様、長期借入は約定通りの返済を行っておりましたが、運転資金需要に伴う短期借入金の増加が主

な原因であります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 



(1)受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

 （注）１．前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、当期受注工事高にその増減額が

含まれております。したがって当期完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

２．次期繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３．当期施工高は、（当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高）に一致しております。 

４．金額には消費税等を含んでおりません。 

  

(2)受注工事の受注方法別比率 

 工事の受注方法は、特命と競争に大別され、次のとおりであります。 

 （注） 百分比は請負金額比であります。 

項目 工事別 
前期繰越 
工事高 

当期受注 
工事高 

計
当期完成
工事高 

次期繰越工事高 
当期施工高

手持工事高 うち施工高 

    （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

前事業年度 
(自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日) 

ＰＣ橋・ 
ＰＣ構造物 

  ％  
22,252,173 19,154,259 41,406,433 22,696,273 18,710,160 17.8 3,330,749 19,552,715

鋼橋 406,500 7,550 414,050 81,350 332,700 1.7 5,602 70,026

橋梁補修・ 
土木その他 

1,231,270 3,413,709 4,644,979 1,955,703 2,689,276 11.5 308,159 2,002,331

計 23,889,943 22,575,519 46,465,462 24,733,326 21,732,136 16.8 3,644,511 21,625,073

当事業年度 
(自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日) 

ＰＣ橋・ 
ＰＣ構造物 

18,710,160 20,578,606 39,288,767 15,088,911 24,199,855 17.4 4,212,997 15,971,160

鋼橋 332,700 2,251,892 2,584,592 325,888 2,258,704 6.1 137,262 457,547

橋梁補修・ 
土木その他 

2,689,276 3,556,826 6,246,102 3,927,926 2,318,176 18.7 433,967 4,053,733

計 21,732,136 26,387,325 48,119,462 19,342,726 28,776,736 16.6 4,784,227 20,482,441

期別 区分 特命（％） 競争（％） 計（％） 

前事業年度 
(自平成16年４月１日 
 至平成17年３月31日) 

ＰＣ橋・ＰＣ構造物 33.3 66.7 100 

鋼橋 100.0 － 100 

橋梁補修・土木その他 22.6 77.4 100 

当事業年度 
(自平成17年４月１日 
 至平成18年３月31日) 

ＰＣ橋・ＰＣ構造物 14.0 86.0 100 

鋼橋 35.9 64.1 100 

橋梁補修・土木その他 30.5 69.5 100 



(3)完成工事高 

 （注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

前事業年度 請負金額４億円以上の主なもの 

当事業年度 請負金額５億円以上の主なもの 

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別完成工事高及びその割合は次のとおりであります。 

前事業年度 

当事業年度 

３．金額には消費税等を含んでおりません。 

  

(4)手持工事高（平成18年３月31日現在） 

 （注）１．手持工事のうち請負金額11億円以上の主なものは次のとおりであります。 

２．金額には消費税等を含んでおりません。 

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円） 

前事業年度 
(自平成16年４月１日 
 至平成17年３月31日) 

ＰＣ橋・ＰＣ構造物 18,206,540 4,489,732 22,696,273 

鋼橋 ― 81,350 81,350 

橋梁補修・土木その他 1,101,967 853,735 1,955,703 

計 19,308,508 5,424,817 24,733,326 

当事業年度 
(自平成17年４月１日 
 至平成18年３月31日) 

ＰＣ橋・ＰＣ構造物 8,428,740 6,660,171 15,088,911 

鋼橋 23,250 302,638 325,888 

橋梁補修・土木その他 2,251,898 1,676,027 3,927,926 

計 10,703,889 8,638,836 19,342,726 

  発注者 工事名 

  日本道路公団 第二東名高速道路矢作川橋（ＰＣ上部工）東工事 

  日本道路公団 第二東名高速道路西ノ谷池橋（ＰＣ上部工）工事 

  宮崎県 平成12年度県営ふるさと農道緊急整備事業向山地区１工区水ヶ崎大橋工事 

  （株）宮地鐵工所 第二東名高速道路花園高架橋（鋼上部工）東工事 

  日本鉄道建設公団 北陸幹、弥勒Ｂｖ外１Ｃｐ製架他 

  発注者 工事名 

  中日本高速道路（株）第二東名高速道路大平高架橋（ＰＣ上部工）（その２）工事 

  国土交通省 五條道路居伝南高架橋上部工事 

  国土交通省 福知山道路堀高架橋上部工事 

  鹿島建設（株） 東横線武蔵小杉～日吉間線増元住吉１－３ 

  国土交通省 文化施設ゾーン連絡橋上部工事 

  日本道路公団 6,749,318千円 27.3％  

  国土交通省 3,565,496千円 14.4％  

  国土交通省 4,334,164千円 22.4％  

  中日本高速道路（株） 2,107,731千円 10.9％  

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円） 

ＰＣ橋・ＰＣ構造物 12,944,411 11,255,443 24,199,855 

鋼橋 78,900 2,179,804 2,258,704 

橋梁補修・土木その他 1,687,411 630,765 2,318,176 

計 14,710,722 14,066,014 28,776,736 

  発注者 工事名 完成予定年月 

  東日本高速道路（株）北関東自動車道鬼怒川橋（ＰＣ上部工）工事 平成18年11月 

  中日本高速道路（株）第二東名高速道路 朝比奈川橋（ＰＣ上部工）下り線工事 平成20年11月 

  中日本高速道路（株）第二名神高速道路 池山高架橋（ＰＣ上部工）上り線工事 平成19年３月 

  国土交通省 福岡２０８号 矢部川橋上部工第２工区工事 平成19年11月 

  西日本高速道路（株）四国横断自動車道久礼橋（ＰＣ上部工）工事 平成20年７月 



３【対処すべき課題】 

当社を取り巻く厳しい経営環境から、受注と利益の安定確保・業績の回復、経営基盤の再構築が現在当社に課せら

れた中・長期的課題であります。 

(1)現状の認識について 

今後も、国内民間需要に支えられた景気回復が続くものと思われますが、当社の事業と密接な関連を有する平成

18年度予算の公共投資関係事業費が前年度比9.9％減という数字が示すように、依然として厳しい経営環境が続くも

のと予測されます。 

  

(2)当面の対処すべき課題の内容 

現状の認識を踏まえ、以下を課題と考えております。 

①プレストレスト・コンクリート（以下ＰＣと称す）橋の受注機会損失を防ぐこと、受注効率を上げること、土

木・保全、環境事業を加えた３事業体制を確立すること。 

②受注した工事の利益率を回復し、その極大化を図ること。 

③コンプライアンス重視の組織体制を堅固にすること。 

  

(3)具体的対処方法 

①受注の安定確保 

平成17年4月1日より施行された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」においては、工事価格だけでは

なく品質の確保が重要な要素として評価されております。これは、技術的提案や過去に施工した工事成績等も

評価の対象とする、いわゆる「総合評価方式」で受注業者を選定するものであります。したがって、公共工事

の受注機会を得るためには、今まで以上に高品質の目的物を施工できる技術力が要求されており、このため、

設計・施工技術を主管する工務関係部署のさらなる強化を図るとともに、技術者個々の提案能力向上を目指

し、土木技術に関連するノウハウの社内構築に力を注いでまいります。 

  また、今後におきましても、ＰＣ橋梁、土木・保全、環境を主体とする３事業体制の確立のため、以下を基

本方針とし、粘り強く受注の確保を図ってまいります。 

 ・ＰＣ橋梁事業においては、全国の各営業拠点の見直しをさらに進め、ＰＣ上部工のみならず下部工への営業

展開を推進いたします。 

 ・土木・保全事業においては、一般土木工事への参入を図り、全国的な営業展開を推進いたします。 

 ・環境事業においては、緑化システム「みどりちゃん」を始めとした当社の独自開発製品を主体として、全国

のみならず、海外市場も視野に入れた営業展開を推進いたします。 

②利益の確保 

利益の確保のために、以下の事項を推進してまいります。 

・前述の「総合評価方式」対応のため、高評価獲得を目指した技術提案力の向上と効率的な施工方法の追求を

行うと同時に、すでに展開中である「抜本的原価低減策」と併わせ、個別工事の予算管理や品質管理を徹底

し、工事原価の低減と不具合の防止に努め、利益回復に全力を注いでまいります。 

・当社は、品質保証（ISO9001）、環境（ISO14001）、労働安全衛生（OHSAS18001）とを統合した「統合マネジ

メントシステム」を認証取得しておりますが、利益回復に向けた体制強化の一環として、同システムの継続的

な改善を行い、顧客各位にご満足頂くとともに経営に資するよう努めてまいります。 

③組織力の強化 

組織力は、言うまでもなく企業競争力の基盤となるものであり、また、業務の信頼性と効率性を向上させる

大きな推進力であると考えます。そのため、内部統制において全般的なリスクコントロールに取り組むととも

に、特にコンプライアンスについては、その体制を堅固にしてまいります。 

  

４【事業等のリスク】 



当社の経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。なお、文中

における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものです。 

(1)業績の変動要因について 

当社の完成工事高は官公庁発注の割合が高く、特に国土交通省と旧日本道路公団各社とで51.1%を占めておりま

す。官公庁工事が多いことで資金の未回収リスクは低いものの、逆に近年の公共工事縮減政策により、相対的に受

注高ひいては完成工事高の低下をもたらすおそれがあります。また、プレキャスト製品については最終納品先は官

公庁でありますが、当社が下請として工事参入することが多く、このような工事では資金の未回収リスクや原価率

の悪化など元請工事と比較して種々様々なリスクが発生する要素があります。 

  

(2)川田工業との関係について 

当社の親会社たる川田工業株式会社との関係でありますが、橋梁事業においては、当社がＰＣ橋を主力とし、親

会社が鋼橋を主力としております。従来より、共同あるいは各々に技術開発をし、その成果の共有・蓄積を図ると

いう関係がありました。近年鋼とコンクリートによる複合構造橋梁が脚光を浴びるなか、プレビーム橋梁、少数主

桁橋梁におけるプレキャスト・コンクリート床版等の製作架設実績を数多く持つ当社と鋼構造物の製作を得意とす

る親会社とは補完的関係にあり、それがグループとしての差別化を図る上での大きな強みとなっております。した

がいまして、橋梁及び関連事業において、技術面を中心とした交流を図り、相互に受注の拡大に資するという基本

方針で臨んでおります。当期の川田工業との取引高（架設工事の請負等）は4億8千1百万円で完成工事高の2.5%であ

り、大きな影響はありません。なお、川田工業との間の取引条件は、他の取引先と同様の条件によっております。 

  

(3)繰延税金資産の回収可能性の評価について 

当社は、当期に10億4千6百万円の繰延税金資産を取り崩し、期末において繰延税金資産を2億6千1百万円計上して

います。繰延税金資産の回収可能性の評価については、将来の収益力に基づく課税所得の十分性やタックスプラン

ニングなどを充分に検討し、慎重に決定しておりますが、不測の事態等で計画していた業績が悪化した場合は、さ

らなる、繰延税金資産の取り崩しをする可能性があります。その場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4)訴訟等 

当社は、平成16年10月15日、ＰＣ橋の新設工事について、公正取引委員会から独占禁止法違反による排除勧告を

受けましたが、同勧告に対し平成16年10月21日に不応諾の通知を行い、現在審判中であります。 

  

(5)施工物の不具合 

当社の製造・施工するＰＣ構造物は、作り上げるのに多大なる時間と労力がかかる一方、微小な「ひびわれ」が

製造・施工完了後に発見される場合があります。当該原因により構造物の受取拒否、施工のやり直しを命じられる

ことがあります。その場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  
  



５【経営上の重要な契約等】 

 当社の技術提携契約の内容は次のとおりであります。 

  

６【研究開発活動】 

当社における技術開発は、技術革新による経営体質の強化と事業基盤の整備拡充をはかるため、技術開発部(研究員

10名)、環境事業推進部・新事業開発室(研究員11名)を中心として各支店および工場と連携し、最新の技術動向を的確

に反映し、先取的ニーズに対応した研究開発を大学研究機関との共同開発を含めて鋭意推進しております。 

  当期の研究開発費総額は6千4百万円であり、その内訳はＰＣ橋・ＰＣ構造物事業として5千9百万円、新たな事業参

入として新規分野の研究が5百万円であります。 

 主な研究開発内容は次のとおりであります。 

(1)プレキャスト部材を用いた鉄道橋の開発(ＰＣ橋・ＰＣ構造物事業) 

内容：ＲＣラーメン鉄道橋の合理化施工を目的として開発を進めてきたハーフプレキャスト構築工法の開発で

す。 

成果：15年3月期は、実績1号橋として名古屋臨港鉄道6径間連続ＲＣラーメン橋2連(延長120m)を施工し、所要

の成果を得ることができました。前々期には、東急東横線複々線化事業(武蔵小杉～日吉間)における営

業線直上高架化工事に採用され、当期までに4径間連続ＲＣラーメン橋11連、単版桁10連、2径間連続Ｒ

Ｃラーメン橋1連（延長500m）を無事故で架設完了することができました。また、当期末からは京急蒲田

駅付近連続立体交差事業も始まっております。公衆安全性の確保や維持管理に要する費用の低減が求め

られるなか、高品質なプレキャスト工法のニーズとともにコストダウンの要求も高まっております。当

期は、ハーフプレキャストスラブの合理化を目指して各種の試験を実施いたしましたが、今後はラーメ

ン本体部の検討を続けていく予定です。 

(2)アーチ形状埋設型枠工法の開発(ＰＣ橋・ＰＣ構造物事業) 

内容：アーチ形状埋設型枠(ＫＫフォーム)を用いた合理化工法の開発です。 

成果：13年3月期より開発に着手しました場所打ち床版への適用に関しましては、定点疲労試験を完了し、15年

3月期は大阪大学(松井研究室)において移動輪荷重試験を実施し、従来のＲＣ床版に比べて耐久性が著し

く向上することが確認されました。当期までに、プレビーム合成桁5橋(延長330m)が完成し、また、多径

間鋼箱桁橋(橋長838m上下線)の床版を施工しました。当期は、ＫＫフォームの製造コスト縮減に取り組

原理特許権者 国名 契約会社名 契約品目 契約内容 原契約期間 

フレシネー氏 
ＳＴＵＰ社 

フランス国 
極東鋼弦コンクリー
ト振興株式会社 

フレシネー工法

１．フレシネージャッキの有償
借入 

２．ＰＣ鋼材及び定着装置・ケ
ーブル付属品の有償購入 

昭和52年10月11日より
昭和57年10月11日まで 
以後２年毎更新 

ロージンガー社 スイス国 
ブイ・エス・エル・
ジャパン株式会社 

ＶＳＬポストテンシ
ョン工法 

１．同工法の再実施権許諾契約
２．定着具の有償購入契約 

昭和62年７月１日より
平成２年６月30日まで 
以後２年毎更新 

ＳＥＥＥ社 フランス国 新構造技術株式会社 ＳＥＥＥ工法
１．同工法の再実施権許諾契約
２．定着具の有償購入契約 

昭和60年８月７日より
昭和63年６月30日まで 
以後２年毎更新 

神鋼鋼線工業株式会
社 

日本国 
神鋼鋼線工業株式会
社 

ＯＳＰＡ工法

１．同工法の再実施権許諾契約
２．緊張装置一式の有償借入 
３．ＰＣ鋼材及び定着装置・ケ
ーブル付属品の有償購入 

昭和59年３月20日より
昭和60年３月19日まで 
以後１年毎更新 

大成建設株式会社 日本国 大成建設株式会社 カンチレバー工法 同工法の再実施権許諾契約
昭和58年12月10日より
昭和61年12月９日まで 
以後１年毎更新 

ポレンスキー・ツェ
ルナー社 

ドイツ国 清水建設株式会社 Ｐ＆Ｚ工法 同工法の再実施権許諾契約
昭和63年11月28日より
平成６年６月19日まで 
以後１年毎更新 

コンクリート・テク
ノロジー社 

アメリカ国 
アンダーソンテクノ
ロジー株式会社 

アンダーソン工法 同工法の再実施権許諾契約
平成５年５月31日より
平成15年５月31日まで 
以後５年毎更新 

ロージンガー社 スイス国 
ブイ・エス・エル・
ジャパン株式会社 

ＶＳＬリフティング
工法 

同工法の再実施権許諾契約
平成７年３月１日より
平成12年２月29日まで 
以後５年毎更新 

ＶＳＬＩ社 フランス国 
ブイ・エス・エル・
ジャパン株式会社 

超高強度コンクリー
ト素材ダクタル技術 

同技術の再実施権許諾契約
平成17年２月１日より
平成30年11月26日まで 



み、その方向性を見出しました。 

(3)ダクタル製品の開発(ＰＣ橋・ＰＣ構造物事業) 

内容：押出し成形で製造する「ダクタルＥＸＴＲ」、および打ち込みで製造する「ダクタルフォーム」といっ

たダクタル製品の実用化です。 

成果：前期までに、工場の実機による各種形状の押出し成形を行い、物性試験および耐久性試験を実施しまし

た。試験結果より、押出し成形品としてダクタル特有の超高強度、高じん性、高耐久性等の性能が確認

されました。当期は、これらの性能を考慮して、コンクリート構造物の耐久性向上とＬＣＣ低減を目指

した埋設型枠など、土木建築分野における幅広い用途開発のための衝撃実験等を行いました。当期は、

「ダクタルフォーム」を2件受注し、計430㎡分を製造しました。 

(4)塩害を対象にした調査・補修技術の研究開発(ＰＣ橋・ＰＣ構造物事業) 

内容：コンクリート橋の塩害を対象にした調査・診断法および補修工法の研究開発です。 

成果：前々期より実際の塩害撤去桁を用いた調査・補修技術の研究開発を開始しました。前期は、再劣化に着

目した要素試験を行い、診断技術の高度化に関する知見を得ることできました。また、前期より工場製

品の高耐久化に関する研究を開始しており、今後ともＰＣ桁やプレビーム合成桁の塩害対策を検討して

いく予定です。 

(5)緑化システム”みどりちゃん”の開発(環境分野) 

内容：芝生、草花、低木、中木を植えた本格的な庭園まで可能な灌水装置を必要としない緑化システムの開発

です。 

成果：この緑化システムは建設副産物のリサイクル品を主材料とした土壌を用い、灌水方法は雨水循環型とし

た環境に優しいシステムです。15年3月期より開発を進め、屋上緑化システムは前々期より実用化に目処

がつき販売活動を行っております。また、“みどりちゃんプランター”も販売を開始いたしました。引

き続き、壁面や地上部分の緑化用の商品化や、海水を用いた場合の育成実験を実施中です。 

(6)地下貯水槽”エコマモール”の開発(環境分野) 

内容：都市部の総合治水対策をサポートするプレキャスト部材組立式地下貯水槽の開発です。 

成果：このシステムには、学校グランド等の公共用地や河川と併設した遊水地の地下に設置する地下貯水槽

と、道路の中央分離帯や歩道等の地下空間を利用した地下導水路の２つのバリエーションがあります。

前々期より開発を進め、大型プレキャスト部材の耐力試験等を実施して性能を確認し、技術審査証明取

得、ＮＥＴＩＳ登録が完了しました。現在は、拡販のために発注者・設計会社へ営業展開中です。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

当社における財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項については、当事業年度末現在において判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されていますが、こ

の財務諸表の作成にあたっては、経営者により、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があり、資

産・負債や収益・費用の数値に反映されています。これらの見積りについては、継続して評価し必要に応じて見直

しを行っていますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果は、これらとは異なることがあります。当社の

財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５〔経理の状況〕の財務諸表の「重要な会計方針」に記載しておりま

す。このほかに、当期は繰越欠損金を計上している関係上、繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して将来の

課税所得を合理的に見積っております。繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するので、そ

の見積額が減少した場合は繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。 

なお、繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は第５〔経理の状況〕財務諸表 注記事項「（税

効果会計関係）」に記載しております。 

  

(2) 当事業年度の経営成績の分析 

当期における我が国経済は、企業部門における収益の改善や設備投資に支えられ、また、個人消費も増加傾向に

転じたことから、平成16年半ば頃からの「景気の踊り場」をようやく脱却し、穏やかな景気回復が持続してまいり

ました。しかしながら、国内建設投資におきましては、住宅建設はほぼ横ばいの状況となり、公共事業は総じて低

調のまま推移し、受注競争の激化に一層の拍車がかけられ、厳しい市場環境が続いております。  

当社の当期の経営成績は、前期における受注残の減少、中小型工事受注の伸び悩み、納期延伸及び昨年末の大雪

による進捗度の低下等々により、完成工事高は53億9千万円減少し193億4千2百万円(前期比21.8％減)となりまし

た。 

売上高の減少ひいては施工高の減少は、原価低減並びに販管費削減策による効果を減殺し、一部工事の不具合に

よる支出、環境事業における開発費用の増加等の影響もあり、営業損失（10億5千9百万円）、経常損失（12億6千2

百万円）を計上しております。 

特別損益においては、早期退職制度による特別退職加算金、及び事業所閉鎖損を計上したことにより、税引前当

期純損失は14億円となっております。また、2年連続の営業損失・経常損失の計上により繰延税金資産の回収可能性

の評価を行い、繰延税金資産を10億4千6百万円を取り崩した結果、最終損益は24億9千2百万円の当期純損失を計上

しております。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

前項記載のとおり繰延税金資産の回収可能性の評価によっては、その取り崩しを余儀なくされる可能性があり、

その場合は最終損益に多大な影響を及ぼす可能性があります。そのほかに、予測しえない施工物の不具合が大型工

事等で発生した場合は、営業損益等に多大な減少として表れる場合があります。 

  

(4) 経営戦略の現状と見通し 

現在当社を取り巻く厳しい経営環境に鑑み、平成17年3月策定の中期３カ年計画を再度見直し、当社経営資源の更

なる有効活用と共に、安定した経営基盤を築くため、以下の諸施策を実施してまいります。 

①主たるＰＣ橋梁事業における地域営業戦略を抜本的に改め、受注の量と共に、採算面における質双方を確保す

るための営業網の見直しと一段ときめ細かな営業活動を推進してまいります。 

②新たな事業としての環境事業分野への本格参入、特に、屋上・地上の緑化システム、集中豪雨時の溢水防止の



ための雨水貯留システム、不安定斜面の安定化システム等を中心とした市民生活重視の環境事業の展開を図りま

す。 

③平成16年3月に統合認証取得した品質・安全・環境各マネジメントシステム（「統合マネジメントシステム」）

の効果的活用による品質経営の一層の推進と人材配置、組織、諸制度の抜本的見直しによるより魅力ある職場

環境づくりを推進いたします。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①キャッシュ・フローの状況 

当期におけるキャッシュ・フローは、営業活動により30億7千万円、投資活動で2億4百万円それぞれ減少し、財務

活動ではそれを補うべく26億4千5百万円増加し、結果、現金及び現金同等物は6億2千9百万円減少し、27億2千6百万

円の残高（前期末33億5千5百万円）となりました。 

その他の分析につきましては「１ 業績等の概要(2)キャッシュ・フローの状況」を参照下さい。 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

自己資本比率＝自己資本÷総資産 

時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額（注１）÷総資産 

債務償還年数＝有利子負債÷営業キャッシュ・フロー（注２） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー（注２）÷利払い（注３） 

（注１）株式時価総額＝期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後） 

（注２）営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

います。 

（注３）利払いはキャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しています。 

②資金調達について 

資金については、運転資金調達は内部資金・短期借入で賄い、設備資金については減価償却費内の額については

内部資金、それ以上の需要については長期借入金・社債等で賄うことを基本とし、必要に応じて資産の流動化を図

り調達コスト低減につなげています。 

(6) 当期末の財政状態の分析 

資産合計は、前期末に比較して9億4千2百万円増加し、198億3千1百万円であります。これは、繰延税金資産の減

少10億2千2百万円はあるものの、完成工事未収入金の増加16億5千万円、未成工事支出金の増加10億4千1百万円が主

な要因であります。 

負債合計は、前期末に比較して34億8千7百万円増加し、165億5千1百万円であります。これは、支払手形の減少16

億3千6百万円はあるものの、短期借入金の増加28億9千4百万円、未成工事受入金の増加10億4千4百万円、未払金の

増加8億4百万円、工事未払金の増加7億2千1百万円によるものであります。 

資本合計は、前期末に比較して25億4千5百万円減少し、32億8千万円であり、自己資本比率は前期末の30.8％に対

して当期末は16.5％と悪化しています。 

  

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について 

  平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 

自己資本比率（％） 26.4 30.6 32.1 30.8 16.5 

時価ベースの自己資本

比率（％） 
14.3 15.0 21.5 22.5 15.0 

債務償還年数（年） ― 2.6 3.0 1.4 ― 

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ（倍） 
― 17.8 12.3 24.4 ― 



建設市場は、中長期的な需要の減少と競争の激化が避けられない見通しであり、建設各社を取り巻く経営環境は

当面厳しい状況が続くものと予想されます。 

こうした中、当社では、将来にわたって継続的な成長・発展を遂げていくため、さらなる収益力強化と収益機会

拡大、固定費削減、財務体質一層の改善等を図り、現状の主力事業たるＰＣ橋梁・ＰＣ構造物事業に注力するとと

もに、環境分野にも経営資源を振り分け、利益回復に努めていく方針であります。 

その礎として、新たに「中期経営計画」を策定し、諸々の激変する現状を見据えて「新競争時代突入への対応」

を大目標とし、具体的には以下を達成すべき道標とします。 

・「ＰＣ」「土木・保全」「環境」の３本柱を主体とする事業体制を目指す 

・原価低減の徹底を図る 

・コンプライアンス、特許戦略等を含む法務関係の充実を図る 

利益の確保のためには、品質の確保と安全の確保が大前提であり、そのため、従来より「基本事項の徹底」・

「人為的ミスの撲滅」をスローガンに掲げ、社内の啓蒙活動を展開してまいりました。今後におきましても、この

業務上重要な基本姿勢を全社員に浸透させるとともに、「３Ｓ」（より積極的、より戦略的、より戦闘的）及び

「ハート＆ハード」（ハードをつくるための原点回帰。一人ひとりのハートの持ちようがハードの品質に顕れる）

を社員共通のキーワードとして、全社一丸となり利益の回復・極大化を目指します。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

当期の設備投資については、那須工場ＰＣ製品型枠導入、ＰＣ橋架設用機材導入等を実施しております。設備投資

金額の合計は2億5千9百万円であります。 

  

事業別の設備投資について示すと、次のとおりであります。 

  

ＰＣ橋・ＰＣ構造物事業 

那須工場において、ＰＣ製品型枠などを導入しております。これに対する当期の設備投資金額は4千6百万円であ

ります。また、工事施工能力向上を目的としてＰＣ桁架設用機材を製作しており、これらの設備投資金額は2億7百

万円であります。 

  

鋼橋事業 

当期におきましては、重要な設備投資は実施しておりません。 

  

橋梁補修・土木その他事業 

当期におきましては、重要な設備投資は実施しておりません。 

  

全社共通 

当期におきましては、重要な設備投資は実施しておりません。 



２【主要な設備の状況】 

 （注）１．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２．［ ］は、賃借設備であり外書であります。 

３．現在休止中の主要な設備はありません。 

４．上記の他、主要な賃借設備の内容は下記のとおりであります。 

５．従業員数の（ ）書は内数であり、本社との兼務であります。 

６．金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

事業所名 
（所在地） 

事業の名称 設備の内容 

帳簿価額

従業員数
（人） 建物

構築物 
（千円） 

機械装置
車両運搬具 
工具器具備品
（千円） 

土地

合計 
（千円） 

面積
（㎡） 

金額
（千円） 

本社 
（東京都北区） 

共通 事務所 18,695 12,689 ― ― 31,384 188

大阪支店 
（大阪市西区） 

共通 事務所 67,921 1,113 88 55,164 124,199 77

北陸支店 
（富山県南砺市） 

共通 事務所 28,001 723 589 23,739 52,463 44

九州支店 
（福岡市博多区） 

共通 事務所 5,290 3,091 18 6,541 14,924 58

関東機材センター 
（栃木県那須塩原市） 

共通 
機材維持 
管理施設 

20,764 360,323
［15,429］
9,918 

131,735 512,823 6

西日本機材センター 
（兵庫県小野市） 

共通 
機材維持 
管理施設 

27,011 34,569
［3,106］
12,285 

138,652 200,233 5

那須工場 
（栃木県大田原市） 

ＰＣ橋・ 
ＰＣ構造物 

ＰＣ、ＰＣａ 
製造施設 

855,263 355,201 93,153 1,437,326 2,647,791 19

九州工場 
（大分県杵築市） 

ＰＣ橋・ 
ＰＣ構造物 

ＰＣ、ＰＣａ 
製造施設 

404,636 258,634 83,310 514,401 1,177,672 6

技術研究所 
（栃木県大田原市） 

共通 実験研究施設 75,058 13,424 5,480 85,658 174,141 (10)

機材置場 
（富山県南砺市） 

共通 
機材維持 
管理施設 

38,439 104,767
［10,946］
19,868 

90,121 233,327 7

東北支店他１支店30営業
所（仙台市青葉区他） 

共通 事務所 3,442 513 ― ― 3,955 122

  
事業所名 
（所在地） 

事業の名称 設備の内容
建物の面積
（㎡） 

年間賃借料又は
リース料 
（千円） 

  
本社 
（東京都北区） 

共通 事務所（賃借） 1,878 101,730

  ― 共通 
機械装置
（所有権移転外ファイナンスリース）

― 7,611

  ― 共通 
貨物自動車
（所有権移転外ファイナンスリース）

― 46,461

  ― 共通 
ＯＡ機器
（所有権移転外ファイナンスリース）

― 41,716



３【設備の新設、除却等の計画】 

 生産能力の維持・向上、機械化による施工能力維持・向上を目的とした拡充更新を推進しつつあります。それらの

計画を示せば、次のとおりです。 

  

(1)重要な設備の新設等 

 （注）金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(2)重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の 
名称 

設備の 
内容 

投資予定額
資金調達
方法 

着手年月 完了予定年月 
完成後の 
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額
（千円） 

関東機材センター他 
（栃木県那須塩原市他） 

共通 
架設工事 
用機材等 

140,000 ― 自己資金 平成18年４月 平成19年３月 

老朽化による入
れ替えの為生産
能力増加はあり
ません。 

那須工場 
（栃木県大田原市） 

ＰＣ橋・ 
ＰＣ構造物 

機械装置 45,000 ― 自己資金 平成18年４月 平成19年３月 

老朽化による入
れ替えの為生産
能力増加はあり
ません。 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）新株の発行形態：有償 一般募集、発行価格：１株につき2,510円、資本組入額：１株につき1,255円 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式30,274株は、「個人その他」に30単元、「単元未満株式の状況」に274株含まれております。 

なお、期末日現在の実保有株式数も30,274株であります。 

２．株式会社証券保管振替機構名義の株式が「その他の法人」の中に4単元含まれております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 28,000,000 

計 28,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月30日） 

上場証券取引所名
又は 

登録証券業協会名 
内容 

普通株式 8,085,000 8,085,000
東京証券取引所 
（市場第二部） 

― 

計 8,085,000 8,085,000 ― ― 

年月日 

発行済株式総数
増減数 

発行済株式総数
残高 

資本金増減額 資本金残高
資本準備金 
増減額 

資本準備金 
残高 

（株） （株） （千円） （千円） （千円） （千円） 

平成元年 
３月29日 

350,000 8,085,000 439,250 1,089,250 439,250 789,250

    
平成18年３月31日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満
株式の状
況 
（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 個人その
他 

計 
個人以外 個人 

株主数（人） ― 4 5 52 4 ― 959 1,024 ― 

所 有 株 式 数
（単元） 

― 586 19 4,001 26 ― 3,292 7,924 161,000 

所有株式数の
割合（％） 

― 7.4 0.24 50.49 0.33 ― 41.54 100 ― 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記信託銀行の所有株式数には、信託業務に係る株式はありません。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権4個）含ま

れております。 

２．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式274株が含まれております。 

②【自己株式等】 

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

川田工業株式会社 富山県南砺市苗島4610番地 3,448 42.66 

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通１丁目２番26号 382 4.73 

川田建設従業員持株会 東京都北区滝野川６丁目３番１号 374 4.64 

川田建設取引先持株会 東京都北区滝野川６丁目３番１号 280 3.46 

極東工業株式会社 広島県広島市東区光町２丁目６番31号 180 2.23 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 109 1.35 

川田 紳一 東京都北区 76 0.94 

小池 恒三 東京都港区 60 0.74 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 55 0.68 

河西工業株式会社 神奈川県高座郡寒川町宮前3316 55 0.68 

計 ― 5,021 62.11 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 
普通株式   30,000 

― ― 

（相互保有株式） 
普通株式   20,000 

― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,874,000 7,874 ― 

単元未満株式 普通株式  161,000 ― １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数 8,085,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 7,874 ― 

    平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 
川田建設㈱ 

東京都北区滝野川
６丁目３番１号 

30,000 ― 30,000 0.37 

（相互保有株式） 
㈱橋梁メンテナンス 

東京都北区赤羽西
１丁目７番１号 

20,000 ― 20,000 0.25 

計 ― 50,000 ― 50,000 0.62 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、取締役会の決議によって市場取引等に

より自己株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

  

３【配当政策】 

 当社は、創業以来一貫して株主の利益を最も重要な経営課題のひとつと考えて経営にあたってまいりました。この

方針のもと、配当につきましては安定配当を基本とし、記念すべき節目や期ごとの収益の状況及び社会情勢を勘案し

て増配などの株主優遇策を講じてまいりました。 

 当期の配当につきましては、当初年間５円（期末配当５円）を予定しておりましたが、期末の業績に鑑み、無配当

といたしました。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

  

    平成18年６月29日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 575 630 700 582 533 

最低（円） 411 425 481 425 300 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 467 430 435 418 382 400 

最低（円） 424 421 400 370 310 300 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役 
会長 

代表取締役 塚本 順佑 昭和８年11月８日生

昭和27年３月 川田工業㈱入社 

昭和47年５月 同社取締役富山工場長 

平成２年12月 同社取締役（現） 

平成２年12月 当社代表取締役社長 

平成13年６月 当社代表取締役会長 

平成15年６月 当社取締役相談役 

平成18年６月 当社代表取締役会長（現） 

34

取締役 
社長 

代表取締役 川田 紳一 昭和26年３月23日生

昭和48年４月 川田工業㈱入社 

昭和59年８月 当社入社東京支店営業部次長 

昭和63年12月 当社取締役東京支店営業部長 

平成５年12月 当社常務取締役営業本部副本部長 

平成12年６月 当社代表取締役専務営業本部長兼 

東京支店長 

平成13年６月 当社代表取締役社長（現） 

76

常務取締役 
常務執行役員 
工事総括部長 

松井 邦夫 昭和17年10月３日生

昭和40年４月 川田工業㈱入社 

昭和54年３月 当社入社 

平成12年６月 当社取締役大阪支店工事部長 

平成14年６月 当社取締役工事総括部長 

平成16年６月 当社常務取締役工事総括部長安全

部門統括 

平成18年６月 当社常務取締役 常務執行役員工

事総括部長（現） 

18

常務取締役 
常務執行役員 
東京支店長 

吉野 博 昭和21年７月７日生

昭和44年10月 川田工業㈱入社 

昭和54年６月 当社入社 

平成12年７月 当社東北支店長代理 

平成13年７月 当社九州支店営業部長 

平成14年６月 当社取締役九州支店長 

平成16年６月 当社常務取締役東京支店長 

平成18年６月 当社常務取締役 常務執行役員東京

支店長（現） 

13

取締役 相談役 川田 忠樹 昭和10年５月２日生

昭和33年４月 川田工業㈱入社 

昭和43年５月 同社取締役 

昭和46年11月 当社取締役 

平成８年６月 川田工業㈱代表取締役会長 

平成15年６月 当社取締役会長 

平成17年６月 川田工業㈱取締役相談役（現） 

平成17年６月 当社取締役相談役（現） 

17

取締役 
執行役員 
総務部長 

前田 与志猛 昭和25年１月26日生

昭和48年４月 臨海土木㈱入社 

昭和57年４月 当社入社 

平成12年４月 当社東京支店業務部部長代理 

平成15年７月 当社総務部長 

平成16年６月 当社取締役総務部長 

平成18年６月 当社取締役 執行役員総務部長 

（現） 

4

監査役 常勤 西岡 穆彦 昭和17年10月24日生

昭和44年10月 川田工業㈱入社 

平成２年５月 当社入社大阪支店工事部次長 

平成10年５月 当社大阪支店技術部長 

平成14年６月 当社常勤監査役（現） 

6



  （注）１．監査役渡辺敏及び新開正志の両氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

     ２．当社では、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応するため、執行役員制度を平成18年６月29日から導入しています。 

       執行役員は９名で、取締役兼務が３名、執行役員専任が次のとおり６名で構成されています。 

       常務執行役員 田中 敏幸 

       執行役員   棚田 稔  北陸支店長 

       執行役員   野田 行衛 土木・保全事業部長 

       執行役員   門馬 憲幸 大阪支店長 

       執行役員   冨田 邦甫 九州支店長 

       執行役員   高橋 秀夫 経理部長 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

監査役 常勤 森本 恵助 昭和18年４月17日生

昭和41年４月 大分県庁入庁 

平成14年４月 大分県建設技術センター理事長 

平成15年４月 当社入社理事 

平成17年６月 当社常勤監査役（現） 

―

監査役   渡辺 敏 昭和35年６月18日生

昭和58年４月 川田工業㈱入社 

平成13年４月 同社経理部長代理 

平成13年６月 同社取締役経理部長 

平成15年６月 当社監査役（現） 

平成17年６月 川田工業㈱常務取締役経理部長 

（現） 

―

監査役   新開 正志 昭和25年12月20日生

昭和48年４月 川田工業㈱入社 

平成13年７月 同社総務部部長代理 

平成17年11月 同社総務部経営管理担当部長 

（現） 

平成18年６月 当社監査役（現） 

―

        計 168



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業の継続的な成長・発展と企業価値の増大を図るため、コーポレートガバナンスの確立を最重要課題と

位置付け、以下の事項を基本として経営に当たっております。 

①効率性 

迅速、的確な意思決定プロセスを確立し、効率的な経営を行うことにより、株主、投資家の皆様をはじめ、顧客各

位並びに社会からの信頼にお応えする。 

②健全性 

様々なリスクの認識・管理と共に、法令並びに社会規範等の遵守体制を確立することにより健全性の確保を図る。

③透明性 

株主、投資家の皆様をはじめ全てのステークスホルダーに対し、適時・適正な説明責任を果たすと共に、情報開示

内容の更なる充実に努め、経営の透明性向上を図る。 

  

(2)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の内容 

・取締役会は取締役６名体制で、原則月１回開催し、経営理念、行動指針等に基づいて経営基本事項に関する意思決

定と業務執行の監督を行っております。 

・当社は、平成18年６月29日より、経営と業務執行の分離により、コーポレートガバナンスの強化および経営組織の

活性化を図ると共に、経営環境の変化に迅速に対応できる体制を構築するため、執行役員制度を導入しました。これ

に伴い、平成18年７月度より、代表取締役、業務担当取締役、執行役員による「経営会議」を発足いたします。経営

会議は取締役会から委譲された権限の範囲内で業務執行の重要事項について審議し、業務執行の要として機能させる

方針であります。 

・執行役員は、取締役との兼任３名を含め９名体制であります。 

・当社は監査役会制度を採用しており、監査役会は監査役４名で構成され、うち２名は社外監査役であります。各監

査役は月次の取締役会には必ず出席し、役員連絡会および社内の重要な会議にも適宜参加するなど、常に業務運営を

監視できる体制を整え実行しております。また、監査役のうち１名は技術部門出身者とし、技術に関わる業務への監

視に遺漏なきを期しております。 

  

②内部統制システムの整備の状況 

内部統制システムとしましては、当社の企業価値を増大し、株主、投資家の皆様、顧客各位をはじめ全てのステー

クスホルダーのご期待にお応えすることのできる企業たるべく、迅速、的確な経営の意思決定と、業務執行における

効率化・透明性の確保、コンプライアンスの徹底に向けた監視、監督機能強化のための経営管理体制を構築しその適

切な運営に努めております。 

コーポレート・ガバナンスの基盤となるコンプライアンスにつきましては、取締役会およびコンプライアンス担当

役員に対する意見形成機関として、担当役員、部門長、労働組合代表、社外弁護士等で構成する「コンプライアンス

委員会」の活動を推進することにより、コンプライアンス体制の確保に努めております。また、コンプライアンスに

関する組織、教育、監視、通報、行動マニュアル等内部体制並びに関連諸制度の運用状況等につきましては定期的に

検証することとしております。 

  

③内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査につきましては、社内に社長直属の監査室を設置し、室員３名により策定した内部監査計画に基づき、各

部門の業務に対し必要な内部監査を実施し、監査結果を社長並びに監査役会に報告しております。 

監査役監査につきましては、監査役会において会計監査人並びに監査室の監査計画を確認、調整の上、監査役監査

基準、内部監査規定その他関連諸規定に基づき実施されております。監査役は、会計監査人の監査時には、必ず１名

以上の監査役並びに監査室員が同席し、会計監査人の必要とする社内の業務監査結果等を提供すると共に、会計監査

人の行う監査過程より得られる情報並びに客観的な経営数値の分析情報等を得ることにより、互いに業務執行状況の

監視並びに企業の継続能力の判断に資するよう務めております。なお、監査役は、自らの監査業務の補助として監査

室員に必要な業務を命ずることができ、内部監査計画につきましても事前に説明を受け、監査室の業務監査時にも、



極力１名以上の監査役が同席することにより、より効果的な業務執行の監視に努めております。監査室員の人事異

動につきましても、担当役員より事前に監査役に説明を行うこととしております。 

  

④図表 

 
⑤会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は高桑俊介氏、玉井三千雄氏であり、永昌監査法人に所属しており、う

ち高桑俊介氏は当社会計監査業務に従事して20年を経ております。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認

会計士２名であります。 

  

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

当社は社外取締役を選任しておりません。 

当社の社外監査役渡辺敏氏は、親会社川田工業㈱常務取締役経理部長であり、同様に新開正志氏は川田工業㈱総務

部経営管理担当部長であり、グループ経営管理・財務的見地からの積極的な意見や提案を求めております。 

社外監査役の専任サポート部門は設置しておりませんが、社外監査役自らの監査業務補助として、監査室員に必要

な業務を命ずることができることとしております。 

なお、社外監査役へは、年６回定期に、及び必要に応じ随時開催される監査役会において、会計監査人の監査並び

に監査室による内部監査結果の報告がなされ、また、月次の取締役会において業務監査結果を含む関係情報が報告さ

れる等円滑な情報交換を行っております。 

(3)リスク管理体制の整備の状況 

リスク管理につきましては、リスク分野毎に、担当部門において予防及び危機発生時の対応措置としてのガイドラ

イン、マニュアルの作成、周知、研修等を行うこととし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応については総

務部を主管部門としております。また、リスクマネジメントの確立に向けて「リスク管理規定」を策定し、リスクの

予防及び危機発生時の迅速・的確な対応のできる体制の整備に努めてまいります。 

  

(4)役員報酬の内容 

当事業年度における取締役および監査役に対する役員報酬は以下の通りであります。 

取締役に支払った報酬 95,415 千円 



  

(5)監査報酬の内容 

当社の永昌監査法人に対する公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は9,300千円であります。 

監査役に支払った報酬 20,366 千円 

    計 115,781 千円 



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に

より作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び

当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、永昌監査法人により監査を受けて

おります。 

  

３．連結財務諸表について 

 「連結財務諸表の用語、様式及び作成に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

①資産基準         0.3％ 

②売上高基準        0.2％ 

③利益基準         0.8％ 

④利益剰余金基準      0.8％ 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

現金預金   3,355,462 2,726,131 

受取手形 ※１  251,001 320,671 

完成工事未収入金 ※1,8  3,659,795 5,310,040 

未成工事支出金   3,217,848 4,259,505 

材料貯蔵品   17,580 22,861 

未収入金   583,495 511,777 

立替金   367,166 447,220 

前払費用   8,127 12,852 

繰延税金資産   307,520 261,824 

その他流動資産 ※２  79,028 24,148 

貸倒引当金   △10,241 △8,673 

流動資産合計   11,836,785 62.7 13,888,361 70.0

Ⅱ 固定資産    

(1)有形固定資産    

建物 ※３ 2,025,177 2,025,695  

減価償却累計額  934,161 1,091,016 1,000,580 1,025,115 

構築物 ※３ 1,399,420 1,397,624  

減価償却累計額  808,336 591,084 878,215 519,409 

機械装置 ※３ 6,111,971 5,734,051  

減価償却累計額  5,064,553 1,047,417 4,752,904 981,147 

車両運搬具  63,943 63,943  

減価償却累計額  56,993 6,949 58,222 5,720 

工具器具備品 ※３ 836,465 922,109  

減価償却累計額  716,519 119,946 763,924 158,184 

土地 ※3,4  2,483,340 2,483,340 

建設仮勘定   2,392 ― 

有形固定資産計   5,342,147 5,172,919 

(2)無形固定資産    

特許権   13,601 11,636 

借地権   57,710 57,710 

ソフトウェア   16,676 13,880 

その他の無形固定資産   20,717 20,661 

無形固定資産計   108,704 103,889 

(3)投資その他の資産    

投資有価証券   323,857 383,417 

関係会社株式   90,554 80,373 

従業員長期貸付金   20,495 16,468 

破産債権、更生債権等   2,433 2,433 

長期前払費用   8,161 12,775 

繰延税金資産   976,841 ― 

その他の投資等   191,013 182,704 

貸倒引当金   △12,024 △12,000 

投資その他の資産計   1,601,333 666,172 

固定資産合計   7,052,185 37.3 5,942,981 30.0

資産合計   18,888,970 100.0 19,831,342 100.0



  

  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

支払手形 ※１  2,692,368 1,056,075 

工事未払金 ※１  3,027,583 3,748,716 

短期借入金 ※３  254,696 3,149,440 

未払金 ※１  412,522 1,216,988 

未払法人税等   57,934 53,132 

未成工事受入金 ※１  3,025,158 4,069,631 

完成工事補償引当金   26,048 18,400 

賞与引当金   310,043 201,466 

工事損失引当金   99,800 364,200 

未払消費税等   274,674 ― 

その他流動負債   57,972 22,707 

流動負債合計   10,238,801 54.2 13,900,758 70.1

Ⅱ 固定負債    

社債   1,000,000 1,000,000 

長期借入金 ※３  748,737 598,912 

退職給付引当金   923,333 820,262 

役員退職慰労引当金   141,662 150,860 

長期繰延税金負債   ― 39,650 

再評価に係る繰延税金
負債 

※４  ― 32,562 

その他固定負債   10,800 8,100 

固定負債合計   2,824,532 15.0 2,650,348 13.4

負債合計   13,063,333 69.2 16,551,106 83.5

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※５  1,089,250 5.8 1,089,250 5.5

Ⅱ 資本剰余金    

(1)資本準備金   789,250 789,250 

資本剰余金合計   789,250 4.2 789,250 4.0

Ⅲ 利益剰余金    

(1)利益準備金   272,312 272,312 

(2)任意積立金    

配当平均積立金  150,000 100,000  

特別償却準備金  47,848 36,038  

固定資産圧縮積立金  13,393 13,393  

別途積立金  4,950,000 5,161,242 3,150,000 3,299,432 

(3)当期未処理損失   1,424,656 2,095,936 

利益剰余金合計   4,008,898 21.2 1,475,808 7.4

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４  △55,676 △0.3 △88,239 △0.4

Ⅴ その他有価証券評価差額金   5,991 0.0 29,453 0.1

Ⅵ 自己株式 ※６  △12,076 △0.1 △15,287 △0.1

資本合計   5,825,636 30.8 3,280,235 16.5

負債資本合計   18,888,970 100.0 19,831,342 100.0



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自平成16年４月１日 
  至平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自平成17年４月１日 
  至平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 完成工事高 ※１  24,733,326 100.0 19,342,726 100.0

Ⅱ 完成工事原価   22,427,749 90.7 17,421,180 90.1

売上総利益   2,305,576 9.3 1,921,545 9.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

役員報酬  130,566 115,781  

従業員給料手当  1,408,567 1,231,083  

賞与引当金繰入額  128,581 78,241  

退職金  557 4,716  

退職給付費用  87,464 65,954  

役員退職慰労引当金繰
入額 

 14,156 15,280  

法定福利費  204,667 183,177  

福利厚生費  25,426 19,080  

修繕維持費  7,235 7,263  

事務用品費  126,279 110,271  

通信交通費  379,976 335,774  

動力用水光熱費  16,585 16,616  

調査研究費 ※２ 163,544 64,589  

営業債権貸倒引当金繰
入額 

 1,510 ―  

広告宣伝費  23,121 17,404  

交際費  108,349 60,368  

寄付金  6,163 2,886  

地代家賃  153,477 152,240  

減価償却費  18,182 10,067  

租税公課  16,447 7,042  

事業税  14,189 14,448  

保険料  18,833 18,611  

設計料  337,509 342,855  

雑費  127,516 3,518,911 14.2 106,925 2,980,681 15.4

営業損失   1,213,334 △4.9 1,059,136 △5.5

Ⅳ 営業外収益    

受取利息  662 574  

有価証券利息  698 700  

受取配当金  4,807 3,763  

資産賃貸収入  81,252 76,707  

雑収入  48,177 135,597 0.6 51,173 132,918 0.7



  

   
前事業年度

（自平成16年４月１日 
  至平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自平成17年４月１日 
  至平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

支払利息  51,263 40,243  

社債利息  5,939 11,436  

社債発行費  55,400 ―  

工事前受保証料  14,384 22,251  

資産賃貸費用  260,567 251,913  

雑支出  4,070 391,625 1.6 10,492 336,337 1.7

経常損失   1,469,362 △5.9 1,262,555 △6.5

Ⅵ 特別利益    

貸倒引当金戻入額  ― 1,592  

前期損益修正益  ― 8,303  

固定資産売却益 ※３ 576,533 ―  

投資有価証券売却益  173,400 ―  

その他  ― 749,933 3.0 180 10,076 0.1

Ⅶ 特別損失    

前期損益修正損  11,000 3,931  

固定資産売却損 ※４ 3,096 1,796  

固定資産除却損 ※５ 5,129 3,922  

投資有価証券評価損  23,270 1,131  

関係会社株式評価損  240,794 10,181  

特別退職加算金等  ― 105,741  

事業所閉鎖損失  ― 283,290 1.2 21,508 148,213 0.8

税引前当期純損失   1,002,719 △4.1 1,400,692 △7.2

法人税、住民税及び
事業税 

 44,066 46,000  

過年度法人税等  48,934 ―  

法人税等調整額  162,427 255,427 1.0 1,046,088 1,092,088 5.6

当期純損失   1,258,146 △5.1 2,492,780 △12.8

前期繰越利益   264,554 396,844 

自己株式処分差損   △14 ― 

土地再評価差額金取崩
額 

  △431,050 ― 

当期未処理損失   1,424,656 2,095,936 

     



完成工事原価報告書 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算であります。 

  

    
前事業年度

（自平成16年４月１日 
  至平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自平成17年４月１日 
  至平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  7,661,489 34.1 5,943,600 34.1 

Ⅱ 労務費  620,281 2.8 359,311 2.1 

（うち労務外注費）  （－） （－） （－） （－）

Ⅲ 外注費  8,144,451 36.3 6,472,506 37.1 

Ⅳ 経費  6,001,526 26.8 4,645,762 26.7 

（うち人件費）  （2,568,168） （11.5） （1,947,144） （11.2）

計  22,427,749 100.0 17,421,180 100.0 

    



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前事業年度

（自平成16年４月１日 
  至平成17年３月31日）

当事業年度 
（自平成17年４月１日 
  至平成18年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純損益（損：△）  △1,002,719 △1,400,692 

減価償却費  451,514 402,904 

引当金の増減額（減少：△）  19,173 52,710 

受取利息及び受取配当金  △6,167 △5,037 

支払利息  51,263 40,243 

社債利息  5,939 11,436 

投資有価証券売却益  △173,400 ― 

投資有価証券評価損  23,270 1,131 

関係会社株式評価損  240,794 10,181 

固定資産売却益  △576,533 ― 

固定資産除却損  5,129 3,922 

売上債権の増減額（増加：△）  2,585,291 △1,723,916 

未成工事支出金の増減額（増加：△）  2,500,164 △1,041,657 

仕入債務の増減額（減少：△）  △1,497,018 △179,623 

未成工事受入金の増減額（減少：△）  △772,672 1,044,472 

その他  △333,432 △235,692 

小計  1,520,597 △3,019,616 

法人税等の支払額  △60,246 △50,801 

その他の収入支出等  5,525 ― 

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,465,876 △3,070,418 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出  △224,360 △199,700 

有形固定資産の売却による収入  951,106 ― 

無形固定資産の取得による支出  △18,348 △3,600 

投資有価証券の取得による支出  ― △21,131 

投資有価証券の売却による収入  330,312 ― 

関係会社株式の取得による支出  △200,000 ― 

貸付による支出  △21,600 △9,550 

貸付金の回収による収入  15,999 18,576 

利息及び配当金等受取額  6,169 11,184 

その他  △10 ― 

投資活動によるキャッシュ・フロー  839,269 △204,220 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の増減額（減少：△）  △300,000 3,000,000 

長期借入金の返済による支出  △364,696 △255,081 

社債の発行による収入  944,600 ― 

利息の支払額  △60,017 △56,040 

配当金の支払額  △64,548 △40,309 

自己株式取得による支出  △3,425 △3,210 

自己株式売却による収入  143 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー  152,056 2,645,358 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― △50 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  2,457,201 △629,331 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  898,260 3,355,462 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  3,355,462 2,726,131 



④【利益処分計算書及び損失処理計算書】 

     利益処分計算書                損失処理計算書 

 （注） 特別償却準備金は、租税特別措置法に基づくものであります。 

  

  

  次へ 

    

前事業年度 
株主総会承認年月日 
平成17年６月29日 
株主総会決議 

当事業年度 
株主総会承認年月日 
平成18年６月29日 
株主総会決議 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 区分
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失    1,424,656 Ⅰ 当期未処理損失  2,095,936

Ⅱ 任意積立金取崩
額 

    

配当平均積立
金取崩額 

  50,000 Ⅱ 損失処理額  

特別償却準備
金取崩額 

  11,809  

別途積立金取
崩額 

  1,800,000 1,861,809
任意積立金取崩
額 

 

合計    437,153  

Ⅲ 利益処分額    
特別償却準備
金取崩額 

10,970 

株主配当金   40,309  

    
１株につき 
普通配当５円 

別途積立金取
崩額 

2,400,000 2,410,970

     40,309  

Ⅳ 次期繰越利益    396,844 Ⅲ 次期繰越利益  315,033

      



重要な会計方針 

  

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

  至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

１．有価証券の

評価基準及び

評価方法 

(1)売買目的有価証券 (1)売買目的有価証券 

 時価法（売却原価は移動平均法により算

定） 

同左 

  

(2)満期保有目的の債券 (2)満期保有目的の債券 

   償却原価法（定額法） 同左 

  (3)子会社株式及び関連会社株式 (3)子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 同左 

  (4)その他有価証券 (4)その他有価証券 

  (i)時価のあるもの (i)時価のあるもの 

   期末前１ヶ月の市場価格等の平均に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算

定) 

同左 

  (ii)時価のないもの (ii)時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 

２．たな卸資産

の評価基準及

び評価方法 

(1)未成工事支出金 (1)未成工事支出金 

 個別法による原価法 同左 

(2)材料貯蔵品 (2)材料貯蔵品 

 移動平均法による原価法 同左 

３．固定資産の

減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、那須工場、九州工場及び平成10年

４月１日以降取得した建物（建物付属設備は

除く）については、定額法によっておりま

す。 

同左 

  耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

なお、減損処理した資産については耐用年

数を経済的残存使用年数、また、残存価額を

耐用年数到来時点の正味売却価額としており

ます。 

  

  

  (耐用年数の変更) 

  固定資産の減損に係る会計基準を適用し減

損処理した資産については耐用年数を経済的

残存使用年数としております。 

  この結果、減価償却費が20,498千円増加

し、営業損失、経常損失及び税引前当期純損

失が14,480千円増加しております。 

────── 

  (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

   定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。 

 また、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

同左 

４．繰延資産の

処理方法 

社債発行費   

 支出時に全額費用として処理しております。 ────── 



  

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

  至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

５．引当金の計

上基準 

(1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 

  (2)完成工事補償引当金 (2)完成工事補償引当金 

   完成工事に係る、かし担保の費用に備える

ため、完成工事高に対し過去の実績に基づく

繰入率により計上しております。 

同左 

  (3)賞与引当金 (3)賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

同左 

  (4)退職給付引当金 (4)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、期末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数（10年）によ

る定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数（10年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

同左 

  (5)役員退職慰労引当金 (5)役員退職慰労引当金 

   役員の退職により支給する退職慰労金に充

てるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

同左 

  (6)工事損失引当金 (6)工事損失引当金 

   期末の未引渡工事のうち、損失が発生する

と見込まれ、かつ、期末時点で当該損失額を

合理的に見積ることが可能な工事について、

翌期以降の損失見積額を計上しております。 

同左 

６．完成工事高

の計上基準 

 完成工事高の計上は工事完成基準によってお

りますが、長期大型（工期１年以上、請負金額

３億円以上かつ出来高30％以上）の工事につい

ては、工事進行基準によっております。 

同左 

   なお、工事進行基準によった完成工事高は 

5,844,142千円であります。 

 なお、工事進行基準によった完成工事高は 

5,978,521千円であります。 

７．リース取引

の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンスリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 

８．ヘッジ会計

の方法 

 該当事項はありません。 同左 

９．キャッシュ 

・フロー計算

書における資

金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなります。 

同左 

10．その他財務

諸表作成のた

めの基本とな

る事項 

(1)消費税等に相当する額の会計処理 

 消費税等に相当する額の会計処理は税抜き

方式によっております。 

(1)消費税等に相当する額の会計処理 

同左 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

  至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

（貸借対照表科目の区分掲記） 

「未収入金」は資産総額の100分の1を超えたため、区

分掲記することとしました。 

 なお、前期は「その他流動資産」に151,997千円含ま

れております。 

────── 

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

  至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

(外形標準課税制度の導入に伴う事業税) 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

この結果、販売費及び一般管理費、営業損失、経常損

失及び税引前当期純損失が、14,189千円増加しておりま

す。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。 

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。 
  

  

  千円

完成工事未収入金 12,337 

支払手形 168,462 

工事未払金 349,654 

未成工事受入金 254,530 

  千円

受取手形 2,541 

完成工事未収入金 93,038 

工事未払金 114,036 

未払金 94,376 

未成工事受入金 73,776 

  ※２ 未収消費税等 

────── 「その他流動資産」の中に未収消費税等1,381千円が

含まれております。 

※３ 担保資産 ※３ 担保資産 

下記の資産を長期借入金689,911千円及び短期借入金 

242,932千円の担保に供しております。 

下記の資産を長期借入金551,850千円及び短期借入金 

3,137,676千円の担保に供しております。 
  

    千円

建物 855,181 (200,361) 

構築物 162,235 (162,235) 

機械装置 140,424 (140,424) 

工具器具備品 746 (746) 

土地 1,893,281 (511,057) 

計 3,051,869 (1,014,825) 

    千円

建物 804,989 (188,882) 

構築物 136,066 (136,066) 

機械装置 114,594 (114,594) 

工具器具備品 746 (746) 

土地 1,893,281 (511,057) 

計 2,949,678 (951,347) 

（ ）内は、工場財団抵当による借入金930,000千
円に供されているものの内書であります。 

（ ）内は、工場財団抵当による借入金687,500千
円に供されているものの内書であります。 

※４ 土地 ※４ 土地 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公
布法律第34号および平成13年３月31日公布法律第19
号による一部改正）に基づき、事業用土地の再評価
を行い、評価差額については、「土地再評価差額
金」として資本の部に計上しております。 
  
  
・再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月
31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定
資産税評価額及び第２条第４号に定める地価税法の
時価（路線価）に合理的な調整をして算出 
・再評価を行った年月日 平成14年３月31日

・再評価を行った土地の期
末における時価と再評価
後の帳簿価額との差額 

245,324千円

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公
布法律第34号および平成13年３月31日公布法律第19
号による一部改正）に基づき、事業用土地の再評価
を行い、評価差額については、当該評価差額に係る
税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再
評価差額金」として資本の部に計上しております。 
・再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月
31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定
資産税評価額及び第２条第４号に定める地価税法の
時価（路線価）に合理的な調整をして算出 
・再評価を行った年月日 平成14年３月31日

・再評価を行った土地の期
末における時価と再評価
後の帳簿価額との差額 

391,836千円

  
※５ 会社が発行する株式 普通株式 28,000,000株

発行済株式の総数  普通株式 8,085,000株

※５ 会社が発行する株式 普通株式 28,000,000株

発行済株式の総数  普通株式 8,085,000株

※６ 自己株式の保有数 ※６ 自己株式の保有数 
  

普通株式 23,124株 普通株式 30,274株

７ 配当制限 ７ 配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が5,991千

円増加しております。なお、当該金額は商法施行規

則第124条第３号の規定により、配当に充当するこ

とが制限されております。 

 有価証券の時価評価により、純資産額が29,453千

円増加しております。なお、当該金額は商法施行規

則第124条第３号の規定により、配当に充当するこ

とが制限されております。 



  

（損益計算書関係） 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
  

  次へ 

前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

※８ ローン・パーティシペーションで「ローン・パー

ティシペーションの会計処理及び表示」（日本公認

会計士協会 会計制度委員会報告第３号 平成７年

６月１日）に基づいて、参加者に売却したものとし

て会計処理した完成工事未収入金の期末残高の総額 

────── 

841,426千円  

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

  至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

※１ 関係会社との取引内訳 ※１ 関係会社との取引内訳 
  

  （千円）

完成工事高 360,449

（千円）

完成工事高 768,247 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額 ※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額 
  

  （千円）

  163,544

（千円）

64,589 

※３ 固定資産売却益の内訳 ────── 
  

  （千円）

土地 576,533

  

※４ 固定資産売却損の内訳 ※４ 固定資産売却損の内訳 
  

  （千円）

建物 379 

機械装置 2,704 

車輌運搬具 12 

計 3,096 

  

  （千円）

機械装置 1,796 

計 1,796 

※５ 固定資産除却損の内訳 ※５ 固定資産除却損の内訳 
  

  （千円）

建物 91 

機械装置 4,549 

工具器具 71 

備品 417 

計 5,129 

  （千円）

建物 389 

構築物 1,367 

機械装置 1,579 

備品 585 

計 3,922 

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

  至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 
  
  （千円）

現金及び預金勘定 3,355,462 

現金及び現金同等物 3,355,462 

  （千円）

現金及び預金勘定 2,726,131 

現金及び現金同等物 2,726,131 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

  至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械装置 38,058 5,074 32,983

車輌運搬具 13,140 5,157 7,982

工具器具・備品 87,514 59,780 27,734

合計 138,712 70,012 68,699

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械装置 38,058 12,686 25,372 

車輌運搬具 13,140 7,840 5,299 

工具器具・備品 60,117 42,408 17,709 

合計 111,315 62,934 48,380 

（注） 取得価額相当額は未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

  （千円）

１年内 25,655

１年超 43,044

合計 68,699

  （千円）

１年内 19,678

１年超 28,702

合計 48,380

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

  （千円）

支払リース料 25,530

減価償却費相当額 25,530

  （千円）

支払リース料 22,164

減価償却費相当額 22,164

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

  種類 

前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

取得原価 
貸借対照表
計上額 

差額 取得原価 
貸借対照表
計上額 

差額 

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの 

株式 33,013 47,816 14,802 142,139 191,803 49,663 

  小計 33,013 47,816 14,802 142,139 191,803 49,663 

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの 

株式 87,995 83,295 △4,700 ― ― ― 

  小計 87,995 83,295 △4,700 ― ― ― 

合計 121,008 131,111 10,102 142,139 191,803 49,663 

前事業年度 

（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

売却額 売却益の合計 売却損の合計 売却額 売却益の合計 売却損の合計 

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 

330,312 173,400 ― ― ― ―

種類 
前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

(1)満期保有目的の債券 

非上場債券（千円） 20,000 20,000 

(2)子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式（千円） 30,554 20,373 

関連会社株式（千円） 60,000 60,000 

合計（千円） 90,554 80,373 

(3)その他有価証券 

非上場株式（千円） 172,746 171,614 



  

４．その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  次へ 

前事業年度 

（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（注）子会社株式及び関連会社株式並びにその他有価証

券で時価評価されていない株式の一部について

264,064千円の減損処理を行っております。 

（注）子会社株式及び関連会社株式並びにその他有価証

券で時価評価されていない株式の一部について

11,313千円の減損処理を行っております。 

  なお、下落率が30～50％の株式の減損にあっては、

個別銘柄毎に、その株式の時価が過去２年間にわたり

下落した状態にあり、かつ、回復可能性が合理的根拠

により「回復する見込みがある」と示し得ない場合に

おいて、「時価が著しく下落した」と判断し、減損処

理の対象としています。 

同左 

種類 

前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

１年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 

債券         

社債 ― 20,000 ― ― ― 20,000 ― ― 

合計 ― 20,000 ― ― ― 20,000 ― ― 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

  

前事業年度 当事業年度

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要 

 確定給付の制度として、適格退職年金制度及び退職

一時金制度を設けております。 

同左 

２．退職給付債務に関する事項（平成17年３月31日） ２．退職給付債務に関する事項（平成18年３月31日） 
  

退職給付債務 △2,269,407千円

年金資産 1,273,007 

未積立退職給付債務 △996,399 

未認識数理計算上の差異 74,519 

未認識過去勤務債務 
△1,453 

（債務の減額） 

退職給付引当金 
△923,333 

（貸借対照表計上額） 

退職給付債務 △1,896,555千円

年金資産 1,405,824 

未積立退職給付債務 △490,730 

未認識数理計算上の差異 △328,302 

未認識過去勤務債務 
△1,230 

（債務の減額） 

退職給付引当金 
△820,262 

（貸借対照表計上額） 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） （自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 
  

勤務費用 144,020千円

利息費用 49,488 

期待運用収益 △22,877 

数理計算上の差異の費用処理額 47,619 

過去勤務債務の費用処理額 △223 

退職給付費用 218,027 

勤務費用 140,222千円

利息費用 45,388 

期待運用収益 △25,460 

数理計算上の差異の費用処理額 19,288 

過去勤務債務の費用処理額 △223 

退職給付費用 179,215 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％ 

期待運用収益率 2.0％ 

過去勤務債務の処理年数 10年（発生時の従

業員の平均残存勤

務期間以内の一定

年数による定額法

によっておりま

す。） 

数理計算上の差異の処理年数 10年（発生時の従

業員の平均残存勤

務期間以内の一定

年数による定額法

により、翌期から

費用処理すること

と し て お り ま

す。） 

退職給付見込額の期間配分方法 同左 

割引率 2.0％ 

期待運用収益率 2.0％ 

過去勤務債務の処理年数 同左 

  

  

  

  

  

数理計算上の差異の処理年数 同左 

  

  

  

  

  

  

  



（税効果会計関係） 

  

（持分法損益等） 

  

  

前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 
  
繰延税金資産  

賞与引当金 126,167千円

減損損失 337,762 

工事損失引当金 40,612 

退職給付引当金 381,197 

役員退職慰労引当金 57,647 

繰越欠損金 865,741 

その他有価証券評価差額金 1,912 

その他 66,404 

繰延税金資産小計 1,877,444 

評価性引当額 △552,957 

繰延税金資産合計 1,324,487 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △24,728 

固定資産圧縮積立金 △9,190 

その他有価証券評価差額金 △6,023 

その他 △183 

繰延税金負債合計 △40,125 

繰延税金資産の純額 1,284,361 

繰延税金資産  

賞与引当金 81,983千円

減損損失 313,958 

工事損失引当金 148,205 

退職給付引当金 348,846 

役員退職慰労引当金 61,390 

繰越欠損金 1,394,095 

その他 55,499 

繰延税金資産小計 2,403,980 

評価性引当額 △2,135,021 

繰延税金資産合計 268,958 

繰延税金負債   

 事業用土地の再評価差額金 △32,562 

特別償却準備金 △17,200 

固定資産圧縮積立金 △9,190 

その他有価証券評価差額金 △20,209 

その他 △183 

繰延税金負債合計 △79,346 

繰延税金資産の純額 189,611 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

当期純損失を計上しているため、該当事項はあり

ません。 

当期純損失を計上しているため、該当事項はあり

ません。 

  

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

  至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

１．関連会社に対する投資の金額（千円） 60,000 60,000 

２．持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 88,201 65,556 

３．持分法を適用した場合の投資損失の金額（千円） 133,177 22,644 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

(1)親会社及び法人主要株主等 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 営業取引については価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 

  

(2)子会社等 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 営業取引については価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 

  

 （注） 取引金額には消費税等を含んでおりません。 

  

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

(1)親会社及び法人主要株主等 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 営業取引については価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 

  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容 
議決権等
の被所有
割合 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
川田工業
株式会社 

富山県
南砺市 

9,601,025 

橋梁、鉄骨、
鉄塔、土木建
築、水門等の
設計、製作、
施工並びに航
空機関連事業 

直接
43.81％ 

４人
（兼任）

鋼橋架
設工事
の請負 

営
業
取
引 

架設工事
の請負等 

186,683 
完成工事
未収入金 

11,445

鋼構造物
購入 

848,272 支払手形 168,462

機械賃貸 120,005 
工事 
未払金 

317,039

機械賃借 29,118 
未成工事
受入金 

254,530

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容 
議決権等
の所有割
合 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 
株式会社
橋梁メン
テナンス 

東京都
北区 

260,000 
橋梁等の補修
工事事業 

直接
40.01％ 

２人
（兼任）

橋梁補
修工事
の外注 

営
業
取
引 

材料の仕
入 

19,945 
完成工事
未収入金 

892

補修工事
の請負等 

1,130 
工事 
未払金 

1,712

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容 
議決権等
の被所有
割合 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
川田工業
株式会社 

富山県
南砺市 

9,601,025 

橋梁、鉄骨、
鉄塔、土木建
築、水門等の
設計、製作、
施工並びに航
空機関連事業 

直接
43.81％ 

３人
（兼任）

鋼橋架
設工事
の請負 

営
業
取
引 

架設工事
の請負等 

481,558 
完成工事
未収入金 

93,038

鋼構造物
購入 

907,377 
工事 
未払金 

107,708

機械賃貸 182,739 未払金 94,376

機械賃借 25,719 
未成工事
受入金 

73,776



(2)子会社等 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 営業取引については価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 

  

 （注） 取引金額には消費税等を含んでおりません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がないため記載

しておりません。 

２．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容 
議決権等
の所有割
合 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

関連会社 
株式会社
橋梁メン
テナンス 

東京都
北区 

260,000 
橋梁等の補修
工事事業 

直接
40.01％ 

１人
（兼任）

橋梁補
修工事
の外注 

営
業
取
引 

材料の仕
入 

10,815 受取手形 2,541

補修工事
の請負等 

48,330 
工事 
未払金 

6,327

項目 

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

  至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 722.62 407.24 

１株当たり当期純損失（円） 156.01 309.38 

  

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

  至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

当期純損失（千円） 1,258,146 2,492,780 

普通株式に係る当期純損失（千円） 1,258,146 2,492,780 

期中平均株式数（株） 8,064,724 8,057,423 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有 
価証券 

その他 
有価証 
券 

佐藤工業（株） 2,040,000 102,000 

（株）ビーアールホールディングス 250,000 101,575 

河西工業（株） 109,000 65,637 

（株）ほくほくフィナンシャルグループ 50,000 24,590 

川田テクノシステム（株） 89,500 21,480 

首都圏新都市鉄道（株） 400 20,000 

（株）東邦航空 35,000 17,500 

仙台空港鉄道（株） 100 5,000 

ブイエスエルジャパン（株） 100 5,000 

その他（３銘柄） 150 634 

計 2,574,250 363,417 

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有 
価証券 

満期保 
有目的 
の債券 

（株）協和コンサルタント社債 20,000 20,000 

計 20,000 20,000 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次の通りであります。 

 機械装置  架設用工事機材       １式    143,250千円 

 工具器具  架設用工事機材       １式     57,450 

 工具器具  那須工場  ＰＣ製品型枠  １式     42,602 

２．当期減少額のうち主なものは次の通りであります。 

 機械装置  架設用工事機材       １式    525,114千円 

  

資産の種類 
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価
償却累計額 
又は 

償却累計額 

当期償却額 
差引 

当期末残高 

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

有形固定資産   

建物 2,025,177 5,754 5,235 2,025,695 1,000,580 71,262 1,025,115

構築物 1,399,420 1,953 3,749 1,397,624 878,215 72,260 519,409

機械装置 6,111,971 147,195 525,114 5,734,051 4,752,904 185,728 981,147

車両運搬具 63,943 ― ― 63,943 58,222 1,228 5,720

工具器具備品 836,465 103,267 17,623 922,109 763,924 64,009 158,184

土地 2,483,340 ― ― 2,483,340 ― ― 2,483,340

建設仮勘定 2,392 33,971 36,364 ― ― ― ―

有形固定資産計 12,922,712 292,141 588,087 12,626,766 7,453,847 394,489 5,172,919

無形固定資産   

特許権 14,583 ― ― 14,583 2,946 1,964 11,636

借地権 57,710 ― ― 57,710 ― ― 57,710

ソフトウェア 31,534 3,600 3,137 31,996 18,116 6,395 13,880

その他の無形固定資産 21,437 ― ― 21,437 775 55 20,661

無形固定資産計 125,265 3,600 3,137 125,727 21,838 8,414 103,889

長期前払費用 20,217 9,806 7,466 22,557 9,781 5,192 12,775

繰延資産   

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【社債明細表】 

（注）決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．従業員転貸融資を含む。 

３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額 

  

  

銘  柄 発行年月日
前期末残高 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

利  率
（％） 

担  保 償還期限 

第１回無担保社債 平成16年９月27日 1,000,000 1,000,000 年1.15 ― 平成21年９月25日

合  計 ― 1,000,000 1,000,000 ― ― ― 

１年以内 

（千円） 

１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

― ― ― 1,000,000 ― 

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 ― 3,000,000 1.477 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 254,696 149,440 1.753 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 
（注）２． 

748,737 598,912 1.753 
平成22年10月～ 
平成29年９月

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 1,003,434 3,748,352 ― ― 

    
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

  長期借入金 149,440 149,440 149,440 149,446 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、30,274株であります。 

２．任意積立金の当期減少額は前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金、完成工事補償引当金及び工事損失引当金の当期減少額（その他）は、洗替戻入額であります。 

  

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 1,089,250 ― ― 1,089,250

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１． （株） （8,085,000） （―） （―） （8,085,000）

普通株式 （千円） 1,089,250 ― ― 1,089,250

計 （株） （8,085,000） （―） （―） （8,085,000）

計 （千円） 1,089,250 ― ― 1,089,250

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （千円） 789,250 ― ― 789,250

計 （千円） 789,250 ― ― 789,250

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 272,312 ― ― 272,312

（任意積立金）（注）２．  

配当平均積立金 （千円） 150,000 ― 50,000 100,000

特別償却準備金 （千円） 47,848 ― 11,809 36,038

固定資産圧縮積立金 （千円） 13,393 ― ― 13,393

別途積立金 （千円） 4,950,000 ― 1,800,000 3,150,000

計 （千円） 5,433,554 ― 1,861,809 3,571,744

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 22,266 ― ― 1,592 20,674

完成工事補償引当金 26,048 18,400 ― 26,048 18,400

賞与引当金 310,043 201,466 310,043 ― 201,466

工事損失引当金 99,800 364,200 ― 99,800 364,200

役員退職慰労引当金 141,662 15,280 6,081 ― 150,860



(2）【主な資産及び負債の内容】 

Ⅰ．資産の部 

(イ)現金預金 

  

(ロ)受取手形 

(a)相手先別内訳 

  

(b)決済月別内訳 

  

区分 金額（千円）

現金 10,247 

預金の種類 

普通預金 2,305,243 

定期預金 410,000 

別段預金 640 

計 2,715,883 

合計 2,726,131 

相手先 金額（千円）

住友重機械工業株式会社 64,562 

日本建設株式会社 57,814 

オリエンタル建設株式会社 46,593 

駒井鉄工株式会社 25,725 

株式会社建研 21,922 

その他 104,053 

合計 320,671 

決済月 金額（千円）

平成18年４月 91,056 

５ 87,619 

６ 35,227 

７ 99,359 

８ 7,408 

合計 320,671 



(ハ)完成工事未収入金 

(a)相手先別内訳 

  

(b)滞留状況 

  

(ニ)未成工事支出金 

 期末残高の内訳は次のとおりであります。 

  

(ホ)材料貯蔵品 

  

相手先 金額（千円）

国土交通省 2,229,190 

東日本高速道路株式会社 503,769 

水資源機構 473,778 

中日本高速道路株式会社 395,803 

京都府 175,304 

その他 1,532,194 

合計 5,310,040 

発生時 金額（千円）

平成18年３月期計上額 5,310,040 

合計 5,310,040 

期首残高（千円） 当期支出額（千円）
完成工事原価等への振替額

（千円） 
期末残高（千円） 

3,217,848 18,808,806 17,767,148 4,259,505 

    千円  

  材料費 1,480,827   

  労務費 169,863   

  外注費 1,233,962   

  経費 1,374,852  

  計 4,259,505   

区分 金額（千円）

原材料 22,526 

貯蔵品 335 

合計 22,861 



Ⅱ．負債の部 

(イ)支払手形 

(a)相手先別内訳 

  

(b)決済月別内訳 

  

(ロ)工事未払金 

  

(ハ)未払金 

  

(ニ)未成工事受入金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

相手先 金額（千円）

アンダーソンテクノロジー株式会社 96,536 

オリエンタル建設株式会社 87,624 

ドーピー建設工業株式会社 85,433 

鈴木金属工業株式会社 65,539 

株式会社富士ピー・エス 60,444 

その他 660,496 

合計 1,056,075 

決済月 金額（千円）

平成18年４月 252,790 

５ 187,713 

６ 244,606 

７ 301,464 

８ 69,500 

合計 1,056,075 

相手先 金額（千円）

三井住友建設株式会社 189,104 

コーアツ工業株式会社 112,360 

川田工業株式会社 107,708 

鹿島建設株式会社 92,546 

株式会社ピー・エス三菱 92,401 

その他 3,154,593 

合計 3,748,716 

相手先 金額（千円）

オリックス株式会社 735,536 

給与（平成18年３月の従業員未払給与） 219,708 

川田工業株式会社 94,376 

北社会保険事務所 26,008 

東京都土木建築健康保険組合 15,916 

その他 125,442 

合計 1,216,988 

期首残高（千円） 当期受入額（千円）
完成工事高への振替額

（千円） 
期末残高（千円） 

3,025,158 10,083,937 9,039,464 4,069,631 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注）１． 決算公告につきましては、当社の下記ホームページアドレスに貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

       なお、会社法施行後においては、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 

２． 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとおりとなりま

した。 

   当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、

日本経済新聞に掲載する方法により行う。 

   なお、電子公告は当会社の下記ホームページアドレスに掲載しております。 

  

（ホームページアドレス http://www.kawadaken.co.jp） 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券と10,000株券の２種類

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

買取・買増手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞 （注）

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、企業内容等の開示に関する内閣府令(昭和48年大蔵省令第５号)第三号様式 記載上の注意(49)ｅに規定する

親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 
  
(1)  臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条

第2項第12号（提出会社の財政状態および

経営成績に著しい影響を与えると見込まれ

る事象の発生）に基づく臨時報告書であり

ます。 

  平成17年５月12日 
関東財務局長に提出 

(2) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第35期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  平成17年６月30日 
関東財務局長に提出 

    

(3)  半期報告書 (第36期中) 自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  平成17年12月20日 
関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１７年６月３０日   

川田建設株式会社       

  取締役会 御中   

  永昌監査法人   

  
代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士 髙桑 俊介   印 

  
代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士 玉井 三千雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

川田建設株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第35期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

 監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川田

建設株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月３０日   

川田建設株式会社       

  取締役会 御中   

  永昌監査法人   

  
代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士 髙桑 俊介   印 

  
代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士 玉井 三千雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

川田建設株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

 監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、川田

建設株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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